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▶第１編 計画の基本的事項 

１ 基本計画策定の趣旨  

 熊本県では、快適な環境の創造を図るため、全国に先駆け平成２年（1990年）10月に熊

本県環境基本条例を制定しました。この条例に基づき、平成３年（1991年）11月に県が行

う環境施策の方向などを示す熊本県環境基本指針（以下「基本指針」といいます。）を策定

しました。また、この基本指針に沿って平成８年（1996年）12月に熊本県環境基本計画（以

下「基本計画」といいます。）を策定しました。 

 

 基本指針は対象期間を10年間、基本計画は対象期間を５年間としています。 

これまで、第二次基本指針（平成13～22年度（2001～2010年度））に基づき、第二次基

本計画（平成13～17年度（2001～2005年度））、第三次基本計画（平成18～22年度（2006

～2010年度））を、第三次基本指針（平成23～令和2年度（2011～2020年度））に基づき、

第四次基本計画（平成23～27年度（2011～2015年度））、第五次基本計画（平成28～令和2

年度（2016～2020年度））を、第四次基本指針（令和3～12年度（2021～2030年度））に基

づき、第六次基本計画（令和3～7年度（2021～2025年度））を策定しました。 

  

第六次基本計画の計画期間が令和7年度（2025年度）までであることから、これまでの取

組みの成果や課題、新たな動きなどを踏まえ、第四次基本指針に基づき、第七次基本計画

を策定します。 

   

 

２ 基本計画の性格・位置付け                      

(1) 基本計画の性格                                

基本計画は、熊本県における環境の保全や創造に関する施策の方向性を定めるものです。 

 

 地球規模の環境危機が顕在化する中、「環境立県くまもと※１」の実現に向けては、第四次

基本指針に掲げる「取組みを推進するにあたっての考え方」を踏まえ、行政だけではなく、

県民や事業者など全ての主体が基本指針に示すそれぞれの役割に沿って、主体的にかつ、

連携しながら取り組む必要があります。 

 

そのため、基本計画は、市町村や県民、事業者、各種団体などがその地域の特性や課題に応

じた環境の保全や創造のための取組みを実施する際に参考となる方向性を示すものです。 

 

※１：循環、共生を包含したゼロカーボンをベースとし、環境、経済、社会の統合的向上

が図られるとともに、環境リスク・気候変動等のリスクにも備えた持続可能な社会  

第七次熊本県環境基本計画 
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【取組みを推進するにあたっての考え方】      

「環境立県くまもと」の実現に向けた取組みについては、次の２つの考え方（視点）を

もとに推進します。 

 

①ＳＤＧｓ※２や地域循環共生圏※３の考え方を踏まえた課題解決 

持続可能な社会を構築していくためには、環境への負荷を最小限に抑えながら、同

時に、県民生活や地域経済も活性化させていくことが必要です。また、今後、頻発

化、激甚化が懸念される大規模災害からの復旧・復興においても、環境と経済、社会

の問題を一体的に解決しながら持続可能な地域を創造していくことが求められます。 

そのため、課題解決に向けては、複数の課題を統合的に解決し、マルチベネフィッ

ト（一つの行動によって複数の側面における利益を生み出す）を目指す「ＳＤＧｓ

（持続可能な開発目標）」や、地域資源を活用し新たな成長を目指す「地域循環共生

圏」の考え方を踏まえ、環境問題を、経済、社会の問題と統合的にとらえて、本県が

持つ地域資源、ポテンシャルを最大限に活用しながら、分野横断的に取り組むことが

必要です。   

 

②あらゆる主体におけるパラダイムシフト※４(変革) 

地球温暖化に伴う気候変動など様々な環境問題が顕在化している中、現在の取組みを

そのまま継続するだけでは、「ゼロカーボン」の実現、さらには「環境立県くまもと」の 

実現は困難であり、私たち一人ひとりが環境への取組みを新たに捉え直すパラダイムシフ

ト＝変革していくことが必要です。 

５つの目指すべき姿※５の達成に向け、私たちの生活、社会システムの劇的な変革が求

められます。 

県民、事業者、各種団体、行政機関等、あらゆる主体が自分の生活・行動と環境との関

係を自覚し、環境に負荷が少ない行動を選択し継続すること、また、それぞれの立場に応

じた役割を発揮し、協働で取り組むことが必要です。 
 

 

 

 

 
 
※２：平成27年(2015年)、国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に

掲げられた令和12年（2030年）までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。17のゴール・169のターゲッ
トから構成され、地球上の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」ことを理念としている。   

※３：環境と経済・社会の統合的向上、地域資源を活用したビジネスの創出や生活の質を高める「新
しい成長」を実現するための新しい概念で、各地域が、その地域固有の資源を活かしながら、
それぞれの地域特性に応じて異なる資源を持続的に循環させる自立・分散型のエリアを形成す 
るという考え方。平成30年(2018年)に閣議決定された国の第五次環境基本計画において提唱された。 

※４：時代や社会において、常識的な考え方の枠組み（パラダイム）が、革命的、構造的に大きく転
換（シフト）すること。   

※５：第四次基本指針に５つの目指すべき姿として、「ゼロカーボン社会」「循環型社会」「自然共生社
会」「安全で快適な生活環境」「様々なリスクに備えた社会」を掲げている。 

環境立県くまもとの実現に向けては、私たち一人ひとりが環境に負荷が少ない行動を選 

択（＝行動変容）していくことが不可欠であるため、『あらゆる主体が「これまでの考え 

方・行動や社会（＝パラダイム）」を「大きく転換・変革（＝シフト）」する』ことを「取 

組みを推進するための考え方」として掲げています。 
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(2) 基本計画の位置付け                              

基本計画中の下記の項目は、法律又は条例に定められた計画として位置付けます。 
 

〇地球温暖化対策の推進（第４編第１章第１節） 

→熊本県地球温暖化の防止に関する条例に基づく「地球温暖化対策推進計画」 

→地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」 
  

〇県の事務・事業における温室効果ガス排出削減（地球温暖化防止に向けた県庁率先 

実行計画）の推進（第４編第１章第２節） 

→地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「地方公共団体実行計画（事務事業編）」 
 

〇サーキュラーエコノミー（循環経済）への移行の実現（第４編第２章） 

→循環型社会形成推進基本法に定められた「その地方公共団体の区域の自然的社会的

条件に応じた循環型社会の形成のために必要な施策を推進するための計画」 
 

〇気候変動の影響への適応策の推進（第４編第５章第１節） 

→気候変動適応法に基づく「地域気候変動適応計画」  
 

〇環境立県くまもと型未来教育(第４編第６章) 

→環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律に基づく「その都道府県又は

市町村の区域の自然的社会的条件に応じた環境保全活動、環境保全の意欲の増進及

び環境教育並びに協働取組の推進に関する行動計画」 
  
 ※体系図は次ページのとおり。 
 

３ 基本計画の対象地域・期間 

基本計画の対象地域は、熊本県全域です。 

また、第七次基本計画の対象期間は、令和８年度(2026年度)から令和12年度(2030年度)

までの５年間とします。ただし、計画期間中に状況の変化等が生じた場合は、必要に応

じて見直しを行います。 

 

４ 基本計画の構成 
基本計画は、次の４つの編から構成されています。 

 

第１編「計画の基本的事項」 

基本計画策定の趣旨、性格・位置付け、対象地域・期間及び構成について記載しています。 
 

第２編「環境を取り巻く状況」 

「国内外の動き」及び「前計画の成果と今後の課題」について整理しています。 
 

第３編「重点テーマ」 

新たな展開が必要となる課題又は熊本県特有の課題のうち、特に計画期間内において県

民・事業者及び行政が幅広く連携しながら重点的に取り組む必要があるものを重点テーマ

としています。 
 

第４編「分野別計画」 
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第四次基本指針に沿って、７つの環境施策の方向ごとに章を設け、具体的な施策項目ご

とに現状・課題・施策の方向性や数値目標などを示しています。 

【環境基本指針・計画に関連する主な個別計画】 
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熊本県廃棄物処理計画 

生物多様性くまもと戦略 

 

 

 

熊本県食料・農業・農村基本計画 

熊本県農山漁村地域整備計画 

熊本県棚田地域振興計画 

熊本県海岸保全基本計画 

 
有明海・八代海等の再生に向けた熊本県計画 

 
熊本地域地下水総合保全管理計画 

 熊本県地下水と土を育む農業等の推進に関
する計画 

 

 
熊本県生活排水処理構想 

 

光化学スモッグ緊急時対策基本方針 

 

熊本県地域防災計画 

 

熊本県教育振興基本計画  

水俣・芦北地域振興計画 

 

熊本県景観づくりアクションプラン 

 
熊本県文化財保存活用大綱 

 

本県における循環型社会形成に係る計画及び 
環境教育推進に係る計画としても位置付ける。 

熊本県環境教育基本指針 

 

 

リスク対応 

熊本県産業成長ビジョン 

熊本県森林・林業・木材産業基本計画 

騒音・振動・悪臭に関する規制基準等の設定 
に係る基本方針 

令和２年７月豪雨からの新時代共創復興プラン 

県 地 域 防 災 計 画 

熊本県総合エネルギー計画 

河川整備基本方針及び河川整備計画 

 

熊本県水産基本計画 

 

熊本県景観計画 
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（補足）第４編第１章本文中の年号について 

第４編第１章本文中の年号については、西暦に統一します。主な和暦との対応は下表を

御覧ください。 

表１-１ 主な西暦と和暦の対応 

西暦 和暦 西暦 和暦 

2005 年 平成 17 年 2018 年 平成 30 年 

2006 年 平成 18 年 2019 年 令和元年、平成 31 年 

2007 年 平成 19 年 2020 年 令和 2 年 

2008 年 平成 20 年 2021 年 令和 3 年 

2009 年 平成 21 年 2022 年 令和 4 年 

2010 年 平成 22 年 2023 年 令和 5 年 

2011 年 平成 23 年 2024 年 令和 6 年 

2012 年 平成 24 年 2025 年 令和 7 年 

2013 年 平成 25 年 2026 年 令和 8 年 

2014 年 平成 26 年 2027 年 令和 9 年 

2015 年 平成 27 年 2028 年 令和 10 年 

2016 年 平成 28 年 2029 年 令和 11 年 

2017 年 平成 29 年 2030 年 令和 12 年 

 

 

（補足）第４編本文中及び資料編に掲載の数値目標の基準年度等について 

 環境基本計画に掲載している数値目標のうち、当該計画に関連する個別計画で設定され

た数値目標を用いている場合は、その個別計画の基準年度や目標年度、基準値、目標値を

記載しています（記載イメージは表１－２を参照してください）。 

 

表１―２ 

指標 
基準値 

（基準年度） 

現状 

（基準年度） 

目標値 

（目標年度） 

目標設定の考え

方 
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▶第２編 環境をとりまく状況 

１ 国内外の主な動き 

  第六次基本計画策定（令和３年（2021 年）７月）後の国内外の動きは、次のとおりで

す。 

 

(1）地球温暖化対策（第４編第１章、第５章）※詳細は第４編第１章第１節に記載  

〇 国際的な動き 

  令和３年（2021 年）10 月にイギリス・グラスゴーで開催された国連気候変動枠

組み条約第 26 回締約国会議（COP26）では、「グラスゴー気候合意」が採択されま

した。この合意は、気候変動対策における国際的な取組みをさらに加速させるもの

であり、パリ協定※２－１の実施に向けた具体的なルールが定められました。 

※２－１：平成 27 年（2015 年）12 月、フランス・パリにおいて開催された国連気候変動枠組み
条約第 21 回締約国会議（COP21）において採択された世界共通の長期目標。「世界的な
平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を
追求すること。」が設定され、世界が「脱酸素社会」に向けて大きく舵を切りました。 

また、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が令和３年（2021 年）８月から

令和５年（2023 年）３月にかけて公表した第６次評価報告書において、「人間の影

響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない」と明記され

ており、気候変動が人為的要因によって加速化していることが科学的に裏付けられ

ました。更に、令和 12 年（2030 年）までに必要な温室効果ガスの削減量について

も具体的な数値が示されており、令和元年（2019 年）比で、「世界の平均気温上昇

を 2℃未満に抑えるためには 21％の削減」「1.5℃未満に抑えるためには 43％の削

減が必要」であることが報告されました。 

〇 国内の動き 

国は、令和３年（2021 年）10 月、「地球温暖化対策計画」を閣議決定し、その中

で、令和 12 年（2030 年）までの温室効果ガス排出削減に関して新たに「2030 年

までに温室効果ガス排出量 2013 年度比 46％削減することを目指し、さらに 50％

削減の高みに向けて挑戦を続けていく。」とする目標を示しました。 

 

(2)循環型社会関連（第４編第２章）                   

〇 第五次循環社会形成推進基本計画 

国が令和６年（2024 年）８月に策定した「第五次循環社会形成推進基本計画」で

は、循環型社会形成に向けた取組みを強化するためには、従来の延長線上の取組み

を強化するのではなく、持続可能な形で資源を効率的・循環的に有効利用する「サ

ーキュラーエコノミー（循環経済）」への移行が重要だと提唱しました。 
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〇 海洋プラスチックゴミ問題 

近年の海洋プラスチック汚染の深刻化を受け、令和元年（2019 年）開催の G20 大

阪サミットで「令和 32 年（2050 年）までに海洋プラスチックゴミによる追加的な

汚染をゼロ」を目指す「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が共有されました。さ

らに、令和５年（2023 年）開催のＧ７広島サミットでは、令和 22 年（2040 年）ま

でに追加的な汚染ゼロを達成するという、より野心的な目標が掲げられました。 

令和４年（2022 年）４月に「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」

が施行されました。この法律では、３Ｒ＋Ｒenewable※２－３を基本原則として、環境

配慮設計の促進などのプラスチック製品の設計から廃棄まで、あらゆる主体（事業

者、自治体、消費者）による資源循環を促進することとしています。 

   ※２－３：従来の 3 つの「R」である「Reduce（リデュース：ごみの発生抑制）」「Reuse（リユ
ース：繰り返し使う）」「Recycle（リサイクル：再生利用）」に、再生可能な資源を意
味する「Renewable（リニューアブル）」を加えた概念 

 

〇 バイオマス利活用 

令和４年（2022 年）９月に「バイオマス※２－４活用推進基本計画（第三次）」が閣

議決定され、国としてのバイオマス利活用の方向性が示されました。本計画では、

木質系資材や食品廃棄物に加え、下水汚泥や家畜排泄物なども含めた総合的なバイ

オマスの活用の推進について記載されています。また、バイオプラスチックやバイ

オ燃料などの新たな技術開発によるバイオマス産業の創出などにより、農村漁村の

活性化や地球温暖化防止への貢献が期待されています。 

   ※２－４：生物由来の有機性資源で、石油や石炭などの化石燃料を除いたものです。主なものに、 
木材、家畜の排せつ物、食品廃棄物などがあります。 

(3)自然共生社会関連（第４編第３章）                  

 〇 ネイチャーポジティブ・３０ｂｙ３０目標 

令和４年（2022 年）12 月にカナダのモントリオールで開催された生物多様性条

約第 15 回締約国会議（COP15）では、「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が

採択されました。この枠組みでは、令和 12 年（2030 年）までに陸・海の 30％以上

を健全な生態系として保全する「30ｂｙ30 目標」の設定や、令和 12 年（2030 年）

までに生物多様性の損失を食い止め、反転させ、回復軌道に乗せる「ネイチャーポ

ジティブ」の方向性が示されました。 

これを受けて国は、「生物多様性国家戦略２０２３－２０３０」を策定し、５つの

基本戦略により、令和 12 年（2030 年）のネイチャーポジティブの実現を目指して

生物多様性及び自然資源を守り活用するための行動計画を示しました。 

   

(4)安全で快適な生活環境関連（第４編第４章）                           

〇 ＰＦOＳ・ＰＦＯＡ 

 有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）の一種であるＰＦOＳ・ＰＦOＡ※２－５について、国
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は令和２年（2020 年）５月に「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準等」

を見直し、「人の健康の保護に関する要監視項目」にＰＦOＳ・ＰＦＯＡを追加する

とともに指針値が設定されました。 
また、令和７年（2025 年）６月に「水道の水質基準」が改正され、PFOS・PFOA

が令和８年（2026 年）４月から基準（50ng/L）に追加されることが決まりました。 
 

※２－５：2000 年台はじめごろまで、様々な工業で利用され、メッキ処理剤や界面活性剤など 
として身の回りの製品を作る際にも使われていました。平成 21 年（2009 年）以降、
環境中での残留性や健康影響の懸念から規制が進み、現在は日本を含む多くの国で製
造・輸入等が禁止されています。 

 

〇 フロン類の排出抑制 

令和３年（2021 年）10 月 22 日に閣議決定された地球温暖化対策計画において、

地方公共団体が実施することが期待される施策として、「フロン排出抑制法に基づく

フロン類充填回収業者等に対する指導監督」が記載され、その対策評価指標として、

「業務用冷凍空調機器からの廃棄時等の代替フロン回収率を、平成 25 年（2013 年）

の約 34％から、令和７年（2025 年）に 60％、令和 12 年（2030 年）に 75％とす

る」目標が掲げられました。 

 

〇 水銀フリー社会 

 令和５年（2023 年）10 月にスイスで「水銀に関する水俣条約第５回締約国会議

（ＣＯＰ５）」が開催されました。この会議では、水銀添加製品の規制の見直し、規

制の対象となる水銀汚染廃棄物の値等に関する議論が行われ、全ての一般照明用蛍

光ランプの製造・輸出入の禁止（令和９年（2027 年）末まで）が決定されました。 

 

(5)気候変動適応関係（第４編第５章） ※詳細は第４編第１章第１節に記載        

  〇 気候変動の影響への適応 

 近年の熱中症による死亡者増加などを受けて、熱中症から国民の健康を守るため、

「気候変動適応法」が改正されました（令和５年（2023 年）６月一部施行、令和６

年（2024 年）４月全面施行）。この改正では、熱中症警戒情報の法定化、熱中症特別

警戒情報の創設、指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の指定等が盛り込ま

れました。 

 

〇 熱中症対策計画 

令和５年（2023 年）５月に閣議決定された「熱中症対策計画」では、「令和 12 年

（2030 年）までに熱中症による死亡者を半減させること」を目標として、この計画

に基づき、熱中症予防の普及啓発活動の強化、高齢者や子供などの見守り強化、学

校などへのエアコンの設置支援、事業者に対する熱中症対策の義務化等が推進され

ることとなりました。 
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(6)教育環境関連（第４編第６章）                                      

  〇 ESD（持続可能な開発のための教育）の採択 

令和元年（2019 年）11 月の第 40 回ユネスコ総会及び同年 12 月の第 74 回国連

総会において、ESD の新たな国際的枠組みである「ESD for 2030（SDGs 達成に向

けた持続可能な開発のための教育）」が採択されました。 

この決議では、ESD が SDGs の目標４「質の高い教育」に不可欠な要素であると

ともに、その他すべての SDGs の達成に向けた鍵であり、重要な実施手段であるこ

とが明記されました。 

また、国際社会に対して、幼児教育から高等教育、遠隔教育、職業技術教育に至

るまで、すべての教育段階において包摂的かつ公正な質の高い教育を提供するよう

求められています。 

 

(7)持続可能な環境の創造に向けた仕組みづくり関連（第４編第７章）       

〇 地域循環共生圏 

地域循環共生圏とは、地域資源を活用して環境・経済・社会を良くしていく事業

（ローカル SDGs 事業）を生み出し続けることで地域課題を解決し続け自立した地

域をつくるとともに、地域の個性を活かして地域同士が支え合うネットワークを形

成する「自立・分散型社会」を示す考え方です（図 2－1）。 

国の「第五次環境基本計画」（平成 30 年（2018 年）閣議決定）で提唱された概念

で、第６次環境基本計画（令和６年（2024 年））では、「ウェルビーイング／高い生

活の質」の実現に向けた「新たな成長」の実践・実装の場として発展させることが

示されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 地域循環共生圏の概念 

（環境省ホームページ「地域循環共生圏の創造について（2025 年 5 月）」より引用） 
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２ 前計画の成果と今後の課題 

 

  第六次基本計画では、第四次基本指針が示す７つの環境施策の方向に沿って、計画の

推進を図ってきました。 

主な成果、今後の課題及び33の目標の現時点における達成状況について整理します。 

 

(1)第４編第１章 ゼロカーボン社会・くまもとの推進                      

令和12年度（2030年度）の県内の温室効果ガス排出量の50％削減の目標に対し、令

和4年度（2022年度）時点では24.5％削減を達成しました。 

 

部門別の取組みでは、家庭・業務部門においては省エネルギーやエネルギーシフト

の効果により削減が進んでいますが、運輸部門及び廃棄物部門では排出量が増加して

おり、対策の強化が求められています。また、産業部門においては、家庭・業務部門

と同様に削減が進んでいますが、半導体関連企業の集積に伴うエネルギー使用量の増

加が見込まれるため、再生可能エネルギーの導入促進や高効率設備の普及促進など、

温室効果ガス排出量削減に向けた検討と支援体制の整備を進めていく必要があります。 

 

また、部門横断の取組みについては、次のとおりとなっています。 

 

〇 再生可能エネルギーの導入量 

増加傾向にありますが、令和12年度（2030年度）の目標を達成するためには、

更なる取組みの強化が必要です。具体的には、脱炭素先行地域における先進的

な取組みの推進に加え、住宅等への太陽光発電設備や蓄電池の普及促進、再生

可能エネルギー発電施設の長期利活用など、再生可能エネルギーの供給力を高

める施策を推進する必要があります。 

〇 森林整備によるCO₂吸収源の確保 

補助事業を活用した取組みが進められておりますが、森林整備を担う人材の

不足が課題となっています。今後も、安定的かつ継続的な森林整備の推進に向

けて、人材の確保・育成に加え、森林の役割や重要性に対する県民の理解を深

めるなど意識の醸成にも引き続き取り組んでいく必要があります。 

〇 県の事務事業における温室効果ガス排出量 

令和５年（2023年）度には基準年度から29.6％の削減を達成しましたが、目

標である令和12年度（2030年度）60％削減の実現に向けては、取組みの更なる

強化が必要です。具体的には、設備更新時の省エネ化・エネルギーシフトの積

極的な推進といったこれまでの省エネルギー・省資源の取組みに加えて、「初期

投資ゼロモデル」等も活用した県有施設への再生可能エネルギーの最大限導入

促進を図るとともに、その他の県有施設においては、再生可能エネルギーの調
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達の推進、LED照明の導入、公用車の電動化、ZEB化等について、具体的な施策

の目標設定と実効性のある取組みを重点的に進めていく必要があります。 

 

表２－１ ゼロカーボン社会・くまもとの推進に係る目標の達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 第１章に係る指標１及び６の現状、指標３の令和１２年度目標については、第七次基本計画で見直し

た最新の値を記載。詳細については、第４編第１章を参照。 

  

(2)第４編第２章 循環型社会の推進                    

令和3年度（2021年度）以降、一般廃棄物排出量は減少傾向にあります。生活系の一

般廃棄物については、プラスチック資源循環促進法の施行に伴う市町村での分別収集

や再商品化の取組みの進展や人口減少などが要因となり排出量が減少していると考え

られます。一方で、事業系一般廃棄物の排出量は横ばいであるため、今後は事業系一

般廃棄物の削減に向けた取組みを強化していく必要があります。 

 

また、産業廃棄物排出量については、数値目標を達成する見込みではありますが、

引き続き事業者の意識向上に向けた研修等の啓発活動を進めていきます。 

 

廃棄物系バイオマスは数値目標の達成が見込まれるものの、食品廃棄物の利用率が

低いため、今後、更なる活用促進に向けて事業者への支援を進めていく必要がありま

す。 

 

さらに、今後は、これまでの廃棄物の排出量削減に向けた取組みに加えて、資源を

効率的・循環的に利用するための新たな経済システムである「サーキュラーエコノミ

ー（循環経済）」の実現に向けて施策を転換していく必要があります。製造・消費・排

出・リサイクルの各種段階において「サーキュラーエコノミー」への移行を実現する

ための課題を整理し、取組みを進めていく必要があります。 

 

指標
現状

（基準年度）

実績値

（年度）

令和12年度目標

（目標年度）

1
温室効果ガス（二酸化炭素算）総排出量

の削減率

1439.5万t-CO2

（H25）

1086.9万ｔ-CO2 24.5％減

（R4）

５０％削減

（H25年度総排出量比）

（R12）

2
再生可能エネルギー導入量

（原油換算）

90万kL

（R1）

105.8万kL

(R4)

150万kL

(R12)

3 森林による二酸化炭素吸収量
86.9万t-CO₂

（H30）

84.4万t-CO₂

（R４）

69.7万t-CO₂

(R12)

4 間伐実施面積（年間）
6,421ha

(R1)

4,057ha

(R5)

8,000ha

（R5)

5
森林の更新のうち

人工造林の割合

57%

(R1)

73%

(R5)

70％

（R5）

6
熊本県の事務・事業から発生する温室効

果ガスの削減率

71,723t-CO₂

（H25）

50,496ｔ -CO229.6％減

(R5）

60%以上削減

（H25年度総排出量比）

(R12)

達成
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表２－２ 循環型社会の推進に係る目標の達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)第４編第３章 熊本の恵みを未来につなぐ自然共生社会の実現             

自然環境の保全を目的として、森林及び二次的自然環境（里地里山や阿蘇の草原な

ど）の保全を継続して取り組んできました。 

健全な森林の維持・再生には、再造林や間伐の継続的な実施が重要ですが、高齢化

等による人材不足が課題となっています。今後、森林整備に係る人材の育成や担い手

の確保を図るとともに、その重要性に対する理解促進と意識醸成に引き続き取り組ん

でいく必要があります。 

  

農業・農村の持つ多面的機能の維持・発揮に向けては、多面的機能支払交付金を活

用して農用地保全管理などの共同活動を行う地元活動組織を支援してきました。しか

し、構成員の高齢化等に伴って組織内の共同活動は小規模化・停滞傾向にあります。  

今後は、未実施地域への制度の周知や事務の一元化、集落を超えた範囲での作業者

の確保・調整体制構築等の取組みを拡大していく必要があります。 

漁場環境の改善・整備については、「漁業漁場整備計画」に基づき底質環境の改善の

ための覆砂工を実施しており、数値目標は達成見込みです。今後も引き続き取り組ん

でいきます。 

農林水産業に深刻な被害を及ぼす野生鳥獣は、適正な個体数への誘導を図る必要が

あり、特に第二種特定鳥獣に位置付けているニホンジカ及びイノシシについて計画的

な捕獲に取り組んできました。今後も野生鳥獣の保護と管理のバランスを図る取組み

を継続していきます。 

 

生物多様性保全については、生物多様性保全の取組みが効果的に行うことができる

よう、県民、事業者、市町村、県等の主体ごとの役割を明確化し、具体的な施策を体

系的に整理した「生物多様性くまもと戦略２０３０」（令和5年（2023年）3月）を策定

しました。 

 

今後も、国内外の生物多様性をめぐる状況の変化を踏まえて、生物多様性の恵みの

持続的な利用など、将来にわたってその恵みが受容できるよう継続的に取り組んでい

指標
現状

（基準年度）

実績

（年度）

令和7年度目標

（目標年度）

7 一般廃棄物排出量（年間）
556千トン

（H30）

520千トン

（R5）

506千トン

(R7)

8

産業廃棄物排出量（年間）

※家畜ふん尿、火力発電所ば

いじんを除く

4,081千トン

（H30）
4,119千トン（R5）

4,378千トン

(R7)

9

バイオマスの利活用率（年

間）

①廃棄物系バイオマス

②未利用系バイオマス

①94%（H30）

②93%（H30）

①94%（R5）

②100%（R5）

①、②　95%

(R7)
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く必要があります。 

 

表２－３ 熊本の恵みを未来につなぐ自然共生社会の実現に係る目標の達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)第４編第４章 安全で快適な生活環境の確保                             

安定的な水（地下水）の確保については、熊本地域では水田湛水の取組み拡大等に

より地下水の涵養
かんよう

量は増加しており、数値目標の達成が見込まれています。また、熊

本地域地下水総合保全管理計画に基づく摂取量の抑制等の取組みを着実に進めること

により採取量の数値目標を達成しています。 

 

しかし、半導体関連企業の進出等により、涵養可能な農地が減少しており、水田湛

水に代わる新たな涵養対策の確立、工業部門での地下水利用の増加への対策としての

代替水源の確保や水の再生利用の推進など、更なる取組みを進めていく必要がありま

す。 

 

硝酸性窒素対策については、「熊本地域硝酸性窒素削減計画」及び「荒尾地域硝酸窒

素削減計画」に基づき硝酸性窒素を低減するための取組みを進めてきました。 

 

令和６年(2024年)３月には、地下水中の硝酸性窒素対策を具体的かつ計画的に推進

していくため「地下水中の硝酸性窒素対策に関する熊本県基本計画」を策定し、当該

計画に基づき地下水質保全の取組みを更に推進していきます。 

 

くまもとグリーン農業生産宣言者数及び地下水の大切さを伝える出前講座受講者数

は増加しており、今後も着実に地下水保全等に取り組んでいきます。 

 

   また、大気汚染物質の環境基準達成度、自動車交通騒音に係る環境基準達成度、ダ

イオキシン類濃度の環境基準達成度等の環境基準は一部の項目を除き、ほぼ数値目標

指標
現状

（基準年度）

実績

（年度）

令和7年度目標

（目標年度）

10
間伐実施面積（年間）

【再掲】

6,421ha

(R1)

4,057ha

(R5)

8,000ha

（R5）

11

森林の更新のうち

人工造林の割合

【再掲】

57%

(R1)

73%

(R5)

70％

（R5）

12
多面的機能支払交付金の

対象農用地面積（年間）

69,369ha

（R1）

70,347ha

(R5)

75,300ha

(R5)

13 覆砂実施面積（累計）
18.8ha

(R2)

68.5ha

(R6)

92.2ha

（R3～R7累計）

14 ニホンジカの頭数
89,000頭

（R1）

55,000頭【推定値】

（捕獲実績30,044頭）

(R5)

55,000頭

(R7)

15 イノシシによる農作物被害額
218百万円

（R1）

293百万円

(R5)

150百万円

(R7)

達成
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を達成しており、今後も継続的に調査及び監視の上、環境保全対策を進めていきます。 

 

第一種特定製品に係るフロン類の回収量は、フロン類の回収量等報告書の提出指導、

フロン充填回収業者等への指導、関係事業者への周知等により数値目標を達成してお

り、今後もフロン類回収を徹底していきます。 

 

近年の半導体関連企業の進出等に伴い、各種環境問題が新たに顕在化してきていま

す。これらの課題については、適切に状況を把握した上で、必要な対策を着実に進め

ていくことが求められています。 

 

県民生活に欠かせない地下水を保全することはもとより、大気、土壌等の環境リス

クの管理、騒音・振動・悪臭等の感覚公害への対応は、県民の健康と生活に密接に関

わる重要な課題であると認識し、県民が安全で快適に暮らすことができる生活環境の

確保に向けて、引き続き取り組んでいく必要があります。 

 

表２－４ 安全で快適な生活環境の確保に係る目標の達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標
現状

（基準年度）

実績

（年度）

令和7年度目標

（目標年度）

16

熊本地域の地下水かん養増加量（台

地部等水田湛水事業）

（年間量）

295万㎥

（H30）

540万㎥

（R5)

570万㎥

(R6)

17
熊本地域の地下水採取量

（年間量）

16,759万㎥

（H30）

16,107万㎥

(R5)

16,550万㎥以下

（R6）

18

熊本地域における硝酸性窒素に係る

目標水質の達成度（年間）

①10mg/l超過の観測井数

②5～10mg/l以下の観測井数

①14.4％（15/104）

(R1)

②26.0％（27/104）

（R1）

①16.7％

（16/96）(R5)

②22.9%

（22/96）(R5)

①全ての井戸で達成水質値10mg/lを満足する

こと。

②全ての井戸で管理水質値5mg/lを満足するこ

と。

19

荒尾地域における硝酸性窒素に係る

目標水質の達成度（年間）

①17.1％（6/35）

(R1)

②17.1％（6/35)

(R1)

(1)

①②16.7%（3/18）

(R5)

(2)

①100％（4/4）

(R5)

②③22.2%（4/18）

(R5)

①全ての井戸で達成水質値10mg/lを満足する

こと。

②全ての井戸で管理水質値5mg/lを満足するこ

と。

※計画改定により、令和５年度からは以下の

目標に基づき評価

（１）5 mg/L以上かつ上昇傾向を示している

指標井戸について

①10年以内に10%以下

②20年以内に0％

（２）環境基準（10 mg/L）を超過した指標

井戸

①飲用指導等による健康被害防止率100 ％

②20年以内に10％以下

③将来的に0 ％

達成
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(5)  第４編第５章 リスクに備えた社会づくりと球磨川流域における「緑の流域治水」

の推進 

気候変動の影響への適応については、「農林畜水産業」「水環境・水資源」「自然生態

系」「自然災害・沿岸域」「健康」「産業・経済活動」「県民生活」の７分野で次のような

取組みを進めてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標
現状

（基準年度）

実績

（年度）

令和7年度目標

（目標年度）

20
販売農家のうち、くまもとグリーン

農業生産宣言者割合

53%

(R1)

67%

(R5)

70％

（R6）

21
小中学生を対象とした

出前講座受講者数

1,317人

（R2）

1,696人

(R6)

1,340人

(R7）

22

環境基準が定められている大気汚染物

質の環境基準達成率

（年間）

二酸化硫黄（長期的評価）：100%

（R1）

二酸化窒素（長期的評価）：100%

（R1）

光化学オキシダント：0%（R1）

浮遊粒子状物質（長期的評価）：

100%（R1）

微小粒子状物質：89.5%（R１）

ベンゼン：100%（R2）

トリクロロエチレン：100%（R2）

テトラクロロエチレン：100%（R2）

ジクロロメタン：100%（R2）

二酸化硫黄（長期的評価）：

100%(R5)

二酸化窒素（長期的評価）：

100%(R5)

光化学オキシダント：0%(R5)

浮遊粒子状物質（長期的評価）：

100%(R5)

微小粒子状物質：100%(R5)

ベンゼン：100%(R5)

トリクロロエチレン：100%(R5)

テトラクロロエチレン：100%(R5)

ジクロロメタン：100%(R5)

現状の数値の維持又は向上

23
フロン排出抑制法に基づく第一種特

定製品に係る回収量

58.7トン

（R1）

52.1トン

(R6)

35.2トン

（R6）

24
自動車交通騒音に係る環境基準達成

率（年間）

97.5%

（R1）

83.5%

(R6)

100%

(R7)

25

有害物質を使用する工場・事業場に

おける有害物質の

漏洩事故件数

0件

（R2）

0件

(R6)

0件

(R7)

26
ダイオキシン類濃度の環境基準達成率

（年間）

100%

（R2）

100%

(R6)

100%

(R7)

27
景観行政団体移行や自主条例に取り

組む市町村数（累計）

20市町村

（R2）

20市町村

（R6）

23市町村

(R7)

達成

達成

達成

達成

達成
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表２－５ 気候変動の影響に対する各分野における適応策の取組内容 

分野 取組内容 

農林畜水産業 

水稲、果樹、園芸作物等の高温障害や台風への対策、畜産の暑

熱対策、病害虫対策、災害に強い森づくりの取組み、特用林産

物（キノコ類）等の生産効率化に向けた取組み並びに水産業及

び増養殖業の海面上昇等に伴う影響の把握及びその対策 

水環境・水資源 水環境の影響の把握及び地下水の保全に関する適応策 

自然生態系 
陸域生態系、淡水生態系及び海岸生態系への影響の把握及び

その対策 

自然災害・沿岸域 
気候変動に伴い生じる可能性のある豪雨災害、森林火災等の

自然災害への備え 

健康 気候変動の影響でリスクが高まる熱中症に関する各種対策 

産業経済活動 災害時発生時の外国人の安全確保体制等、企業の体制強化策 

県民生活 
気候変動に伴い生じる災害等に強いインフラ・ライフライン

の確保及びヒートアイランド対策として都市の緑化 

 

上記のような対策を進めてきましたが、気候変動の進行は依然として進んでおり、気

候変動のリスクは高くなってくるため、その影響は多方面に及ぶことが想定されます。 

 

こうした状況を踏まえ、熊本県における気候変動の現状と将来予測を的確に把握しな

がら、地域の実情に応じた適応策をより一層強化・推進していく必要があります。 

 

表２－６ リスクに備えた社会づくりと球磨川流域における「緑の流域治水」の推進に係

る目標の達成状況 

 

 

 

 

(6)第４編第６章 環境立県くまもと型未来教育                            

環境教育においては、水俣病や大規模災害を経験した熊本県だからこそ、環境への

負荷を抑制し、快適な環境を次世代に引き継ぐため、あらゆる世代を対象にした環境

教育・環境学習を推進してきました。平成23年度（2011年度）から実施している「水

俣に学ぶ肥後っ子教室」では、県内全ての公立小学校及び義務教育学校が、水俣市に

ある熊本県環境基本センターや水俣市立水俣病資料館を訪問し、公害の原点である水

俣病を教訓に、環境教育や水俣病について学んでいます。 

 

学校版環境ISOの取組みについては、県立中学校及び県立高校では100％、公立小学

校義務教育学校では99.3％が家庭・地域と連携した取組みを行っており、環境保全へ

の実践意欲を育成しています。 

指標
現状

（基準年度）

実績

（年度）

令和7年度目標

（目標年度）

28
自立分散型再エネ電源等を備えた自

治体の防災拠点、避難所等

207施設

（R1）

305施設

（R4）

300施設

（R12）
達成
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今後も、環境教育の充実及び環境に関する情報の発信・普及啓発に努め、豊かなく

まもとを守り育てる地域づくりに努めていきます。 

表２－７ 環境立県くまもと型未来教育に係る目標の達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7)第４編第７章 持続可能な環境の創造に向けた仕組みづくり               

開発事業が周辺環境に与える影響を事前に調査・予測・評価する環境アセスメント

については、これまで「環境影響評価法」、「環境影響評価条例」及び「公共事業等環

境配慮システム」に基づき、着実に取り組んできました。 

 

今後も、地域の豊かな自然環境を守るため、環境アセスメントの実施を一層推進し

ていく必要があります。 

 

さらに、持続可能な環境の創造に向けた仕組みとしては、行政が個別に施策を進め

ていくだけではなく、事業者や県民などの地域住民が自律的に課題解決に取り組むこ

とのできる「地域循環共生圏」を構築していくことが必要ですので、こうした仕組み

づくりを積極的に推進していきます。 

 

指標
現状

（基準年度）

実績

（年度）

令和7年度目標

（目標年度）

29

学校版環境ISOにおいて前年度の取組をもと

に実態に応じた数値目標を設定し、見直し

や家庭・地域と連携した取組みを行った公

立小中学校及び義務教育学校の割合

98.9%

（R2）

99.3%

(R6)
100%

30

学校版環境ISOにおいて前年度の取組をもと

に実態に応じた数値目標を設定し、見直し

や家庭・地域と連携した取組みを行った県

立中学校及び県立高校の割合

100%

（R2）

100%

(R6)
100%

31 動く環境教室実施回数（年間） 26回（R2）
66回

(R6)
95回

32
熊本県環境センター主催事業

参加者数（年間）
2,422人（R2）

3,660人

(R6)
3,500人

33
環境月間における環境保全活動等の

実施回数
51回（R2）

89回

(R5)
100回

達成

達成
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▶第３編 重点テーマ 

くまもとの豊かな地下水を未来へ守り、育て、生かす 
～地下水に支えられた経済発展と地下水保全の両立～ 

第３編では、計画期間において特に重点的な取組みが必要となる地下水保全対策として、

「地下水の量の保全」と「地下水の質の保全」に両輪で取り組むことの重要性を示します。

併せて、「地下水に関する情報の的確な発信」の必要性と、これら３つの取組みに関する方

向性を整理しています。 

１ 熊本地域の地下水 

(1)熊本地域の豊かな地下水                                                     

熊本地域 11 市町村※3－1 は、同じ地下水盆を共有しており、その賦存量は主に利用さ

れる第１、第２帯水層で約 100 億㎥と、この地域において１年間で採取される地下水量

の約 62.5 年分に相当する量が賦存していることが分かっています。 

 

このように、熊本地域の地下水が豊富な理由としては、主に二つの理由（図 3-2）が

あります。 

 

一つ目は、地質的な要因です。阿蘇火山の火砕流堆積物が降り積もって形成された地

層は、非常に隙間が多く、水が浸透しやすいため、この地域に降った雨や農業用水が地

下水になりやすいという特徴があります。 

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 熊本地域 11 市町村※３－1 

 
※３－１：11 市町村は、熊本市、菊池市（旧

泗水町、旧旭志村）、宇土市、合志市、大
津町、菊陽町、西原村、御船町、嘉島町、
益城町、甲佐町で構成される同じ地下水
盆を共有している地域。 

図３－２ 熊本地域の地質のイメージ 
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二つ目は、歴史的な要因です。約 400 年前、

加藤清正公の時代に、白川中流域に堰（図 3－

3）や井手が築かれ、水田開発が始まり、「ざる

田」と呼ばれ通常の５～10 倍もの水が浸透す

る白川中流域の農地において、農業が営まれ

たことで、大量の地下水が育まれることにな

りました。 

 

 

(2)地域経済との両立を目指した地下水保全                                       

昭和から平成にかけ、都市化の進展による開発や農地の減少、地下水需要の増加など

の影響を受け、地下水位は長期的に低下傾向にありました。 

 

県では、地下水採取の適正な管理のため、熊本県地下水保全条例（平成２年熊本県条

例第 52 号）を制定し、地下水の合理的な使用や地下水採取の届出を採取者に求めてき

ました。 

 

一方で、熊本地域においては、地下水位の低下や湧水量の減少、地下水質の汚染など

の課題が顕在化していました。そのような中、県及び熊本地域の市町村が、平成 20 年

度（2008 年度）に「熊本地域地下水総合保全管理計画」を策定し、地下水を将来世代

に引き継ぐための取組みをスタートさせました。 

 

平成 24 年度（2012 年度）には、熊本県地下水保全条例を改正し、特に地下水位の低

下が顕在化している熊本地域を重点地域として位置づけ、一定規模を超える地下水採取

を許可制としたほか、熊本地域 11 市町村が共同して、熊本地域における行政、企業、

団体及び住民の地下水保全の協働推進組織として「公益財団法人くまもと地下水財団」

を設立するなど、県民共有の財産である地下水を保全するための仕組みを構築しました。 

 

また、地下水を育む取組みとして、平成 16 年度

（2004 年度）から、熊本市、菊陽町、大津町、地

元農業協同組合、土地改良区等が「水循環型営農推

進協議会」を立ち上げ、転作田において作付け前後

に水を張り、地下水を涵養する水田湛水の取組み

（図 3－4）が、地元農業者と賛同企業の協力によ

り、涵養効果の高い白川中流域において開始され、

平成 24 年度（2012 年度）からは白川中流域以外の

地域において、（公財）くまもと地下水財団が冬期

湛水事業を開始しました。 

 

図３―３ 白川中流域の堰 

図３－４ 水田湛水の様子 
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このような水田を活用した人工涵養の効果もあり、近年において、熊本地域の観測井

戸の多くでは地下水位は回復傾向にあります。 

 

 さらに、毎年７月から８月に節水啓発重点期間を設定し、節水を促進する取組みや地

下水保全の意識醸成のため、中学生を対象とした「水の作文コンクール」等による水環

境教育も推進しています。 

 

2 最近の動向 

(1)半導体関連企業の熊本県への進出                                              

令和 3 年（2021 年）11 月、世界的な半導体受託製造企業である TSMC※３－２が、日

本初の工場を本県に建設することを発表しました。そして、令和 6 年（2024 年）2 月

に TSMC の製造子会社である JASM※３－３の開所式が行われ、さらに、JASM 第２工場

についても本県に建設することが発表されました。 

 

半導体の製造過程では、大量の水が使用されることから、地下水の保全にこれまで以

上に取り組んでいく必要があります。 

 

このため、県では、直ちに地下水位の監視体制の強化や地下水涵養の拡大、新たな工

業用水の整備などに向けた取組みに着手するとともに、令和４年（2022 年）3 月には

「半導体産業集積強化推進本部」のもとに「自然環境部会」（後に「環境保全部会」に

改組）を設置し、庁内関係課が連携して、熊本都市圏 100 万人の生活と産業を支える

地下水を将来に向けて保全するための体制を整備しました。 

※３－２： 半導体製造会社「Taiwan Semiconductor Manufacturing Company」(TSMC) 

※３－３： 半導体製造会社「Japan Advanced Semiconductor Manufacturing」(JASM) 

 

(2)熊本県地下水保全推進本部の発足                                              

令和 6 年（2024 年）4 月、新たに就任した木村知事は、半導体関連産業の集積に伴

う地下水の保全に関する県民の不安解消を最重要課題と位置付け、地下水保全推進本部

を設置することを表明しました（図 3-5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 半導体関連産業の集積に伴う

地下水の保全といった県民の不

安事項に的確に対応するべく、

県庁内横断で対応を行う地下水

保全推進本部を設置します。 

図３－５知事就任記者会見で地下水推進本部の設置を 

表明する木村知事 

（令和 6 年（2024 年）4 月） 
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   そして、令和６年（2024 年）5 月、熊本の宝である地下水の確実な保全を図るため、

知事を本部長とする「熊本県地下水保全推進本部（図 3-6）」を設置し、各部局連携のも

と、地下水位の監視体制の更なる強化、地下水涵養の推進、地下水や河川の水質のモニ

タリングの強化等、地下水の量及び質を保全する取組みを強化しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 目指す姿・取組みの方向性 

半導体関連企業の熊本県への集積が進む中、熊本の宝である地下水を将来にわたって確

実に保全していくため、次のとおり、熊本県が目指す姿を設定し、重点的に取組みを進め

ていきます。 

 

(1)目指す姿                                                                    

 

 

   ・ 全ての住民、事業者及び自治体が公共水である地下水を守り育てていく担い手で

ある自覚を持ち、一人ひとりが主体的に地下水保全に取り組みます。 

・ 地下水に支えられた住民生活の向上と地域経済の発展の両立を図ります。 

・ 「豊か」で「安全」で「美味しい」地下水を熊本のブランドとして守り育ててい

熊本の宝である地下水の恵みを守り継いでいく熊本地域 

図３－６ 熊本県地下水保全推進本部の概要 
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きます。 

 

(2)取組みの方向性                                                                       

目指す姿の実現に向け、次のとおり「地下水の量の保全」と「地下水の質の保全」を

両輪に取組みを進めるとともに、地下水に関する情報の的確な発信の取組みも進めて

いきます。 

 

なお、具体の取組みについては、分野別計画第４章第１節１及び２（P１１８～）に

位置付けています。 

 

ア 健全な水循環の確保（安定的な水量の確保） 

● 令和７年度（2025 年度）に改定した第二期熊本地域地下水総合保全管理計画に

基づき、地下水の採取量の抑制、涵養対策の推進及び涵養域の保全に取り組みます

（熊本地域における取組みの詳細は、当該計画中に記載しています）。 

 ● 半導体関連企業の集積を見据え、地下水の涵養効果の高い水稲の作付面積の維持

や、九州の水がめである阿蘇地域の水源涵養域を維持するための取組みに加え、涵

養効果の高い白川中流域等における冬季水田湛水や調整池の活用、道路等における

雨水浸透施設の設置促進等による人工涵養など、地下水涵養の更なる拡大に取り組

みます。 

 ● セミコンテクノパークへの新たな工業用水道の整備や再生水導入に向けた検討

など、地下水取水量を削減するための取組みを強化します。 

 

イ 水質の保全策と強化（きれいな水を守る） 

 ● セミコンテクノパーク周辺の地下水等の「法令等規制物質」及び「規制外物質」

を対象にした環境モニタリングを継続し、専門家で構成する委員会で検証した上で、

対応を検討するとともに、結果等の情報を公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

● 有機フッ素化合物（ＰＦＯＳ・ＰＦＯＡ）について、地下水等については、関係

機関と連携して県内の水質調査を実施し、継続的に監視していくとともに、水道水

についても、引き続き、水道事業者等への指導・助言を行います。 

図３－７環境モニタリングの採水の様子 図３－８ 環境モニタリングの分析の様子 
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● 硝酸性窒素対策の更なる推進として、熊本地域及び荒尾地域では、各地域計画に

より、引き続き硝酸性窒素濃度の低減に取り組むとともに、「地下水中の硝酸性窒

素対策に関する熊本県基本計画」に基づき、各市町村の個別計画策定を支援し、地

域の状況に応じた取組みを推進します。 

 

ウ 地下水に関する情報の的確な発信 

● 地下水に関する正確な情報を県民に伝えるため、地下水位の情報を県ホームペー

ジでリアルタイムに発信する観測井戸の拡大や、地下水の影響シミュレーションの

実施・公表など、地下水に関する情報を的確に発信していきます。 

 




